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許可申請に係る添付書類一覧
	介　護　老　人　保　健　施　設

	施設の名称
	


	番号
	添　　付　　書　　類
	チェック日付
	備　考

	
	
	/
	/
	/
	

	
	許可申請書（第１号様式（第２条関係））
	
	
	
	

	1
	介護老人保健施設管理者承認申請書（第7号様式）
	
	
	
	

	2
	（付表15）介護老人保健施設の許可に係る記載事項その1、その2
	
	
	
	

	3
	手数料証紙貼り付け書
	
	
	
	

	4
	開設者の登記事項証明書（原本）
	
	
	
	

	5
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（参考様式1）

(資格証を添付)
	
	
	
	

	6
	施設の平面図（各室の用途を明示したもの）、写真
	
	
	
	

	7
	施設の居室面積等一覧表(参考様式4)
	
	
	
	

	8
	設備・備品一覧(参考様式5)
	
	
	
	

	9
	事業所建物に関する確認事項（参考様式10）
	
	
	
	

	10
	併設する施設・事業所がある場合は、併設する施設の概要
	
	
	
	

	11
	施設共用の場合の利用計画
	
	
	
	

	12
	運営規程
	
	
	
	

	13
	重要事項説明書及び利用契約書
	
	
	
	

	14
	入所者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要(参考様式6)
(苦情窓口の担当者は、２名以上選任してください。)
	
	
	
	

	15
	協力医療機関との契約の内容
	
	
	
	

	16
	法第94条第3項各号に該当しないことを誓約する書面(参考様式9-1-4)
	
	
	
	

	17
	人権擁護・虐待防止研修　実施結果報告書（参考様式12）
	
	
	
	

	18
	介護給付費算定に係る体制等に関する届出書・変更届出書
	
	
	
	

	19
	介護給付費及び第１号事業給付費算定に係る体制等状況一覧表
※申請を行うサービスのページを印刷してください。
	
	
	
	

	20
	事業所規模の届出（前年度１月当たりの平均利用延人員数の算定表）　　　　　　　（通所リハビリテーションを行う場合）
	
	
	
	


各添付資料注意点

7：ここでの「居室」とは、利用者の居室や機能訓練室、食堂など面積基準のある部屋を指します。

9:「消防関係届について」欄は、申請時には「その他」欄に消防署への相談状況を記載し、使用開始届の提出後に届出日を記載し、同様式を再提出してください。また、建築基準法や食品衛生法など、他法令による用途・構造制限や手続き漏れには十分注意してください。

17：人権擁護・虐待防止研修は、申請時には未実施でもかまいませんが、事業開始予定の前月10日頃までに、すべての職員に対して行う必要があります（申請時に実施予定日を記載のうえ参考様式12を提出し、研修実施後、再提出）。

18：必要に応じて添付書類を提出してください。
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